






















































 本稿において､ ｢イギリス｣ および ｢英国｣ はUnited Kingdom of Great
Britain and North Ireland を示し､ ｢イングランド｣ という場合には､ イギ
リスの一地域であるEnglandを示すこととする｡
 地方計画当局 (Local Planning Authority)｡ 通例､ カウンティ・カウン
シルやディストリクト・カウンシルが地方計画当局たる権限をもつ｡ 詳細はⅠ-
１- (１) で述べる｡
 イギリス計画法制上の計画協定の詳細については､ 参照､ 岡村周一 ｢イギリ
スにおける計画協定｣ 法学論叢130巻3号 (1991年)､ 1頁以下､ 洞澤秀雄 ｢イギ
リス都市計画法における計画協定・計画義務｣ 早稲田政治公法研究68号 (2001
年)､ 341頁以下｡
 このような指摘をする論考は数多く存在するが､ さしあたっては､ 洞澤秀雄・
前掲書を参照｡
れを強調し､ かつ､ 政策的に､ 計画は原則的に許可されるべきとの方向
付けが試みられてきた｡




うとするものであった｡ そのために､ 政府は同法によって､ 開発コント
ロール (特に､ 計画申請への許可決定の判断) に際して､ 開発プランを
重視すべきとの立場を強調し､ 同時に､ 開発プランの内容の簡略化､ 策
定過程の迅速化を実現しようとした｡ その際､ 政策文書にすぎなかった
リージョン (広域) 毎の広域計画ガイダンス (RPG：Regional






 計画主導政策の推移については､ 洞澤秀雄 ｢持続可能な発展とイギリス都市
計画法制改革｣ 札幌学院法学24巻1号 (2007年)､ 51-96頁､ 65頁以下を参照｡
 The Planning and Compulsory Purchase Act 2004.､ 同法の日本語表記
については､ 筆者は以前は計画・強制買収法としていたが､ 多くの論者は ｢計
画・強制収用法｣ としている｡ 特に拘る理由もないため多数派たる後者にあわ
せることとした｡
 計画主導の立場は､ もともと90年法に対する1991年計画・補償法 (The
Planning and Compensation Act 1991.) による改正の時点で既にうたわれ
ていた｡ 2004年法は､ この立場を一層強めるものであった｡
 Regionについて､ 辞書上の訳語としては､ ｢地域｣ ｢地方｣ などが与えられ､
管見の及ぶ限りでは ｢広域｣ とするものは存在しないが､ イングランドに関し
ては､ 都道府県にあたるカウンティ (County) がいくつか集合した､ それよ
りも上層の単位である (Ⅰ-１を参照) という実体から､ わが国でいう ｢広域｣
とすることが適切であると考える｡ また､ このことにより､ Local (地方) と
の区別､ および､ 地方の内部の小単位として言及されることの多いarea (地
域) との区別を明確化することができる｡ そして､ 本稿においては､ Regional
は常に ｢広域｣ とし､ Regionについては文脈により､ ｢広域｣ あるいは ｢リー
ジョン｣ という訳語を使用することとする｡
Strategy) に置き換えられ､ 制定法上の位置づけを与えられることに









ジョンにおける空間計画 (Spatial Planning) の地位の向上について､
重要な課題が提起されていたことがわかってきた｡ 空間計画とは､ 簡単
にいうと､ 交通､ 環境､ 産業､ 流通等の活動の空間上の割り当てに影響
を与えるための手法であり､ それを土地や資産利用の制限によって達成
しようという､ 計画内容の実現の方に幾分ウエイト付けを移すもので




ストリクト・カウンシル (District Council) やカウンティ・カウンシ
ル (County Council) に加えて､ このリージョンをも考察の対象に含






 拙稿 ｢イギリス計画許可制度の概要との近年の動向｣ 東北法学28号 (2006年)
1-75頁｡
 詳細についてはⅠ-２において扱うが､ ここでは､ Commission of the
European Communities (CEC), The EU compendium of spatial planning syst
em and policies, 1997, p.24. の定義に拠った｡
ように権限を分配してきたのか､ そして､ 今後､ どのような方向を目指
すのかについて､ リサーチし検討することが課題の一つとして浮上して
きた｡ そして､ このことが本稿の目的である｡ この課題を検討するに際
して､ まず､ 中心となるのは､ 2004年の制度改正における､ イングラン
ド内の狭域－広域の計画団体それぞれに付与される権限とその変容を､
その含意も含めて明らかにした上､ 最近年の更なる制度改正の内容につ





















 1972年地方政府法 (Local Government Act 1972.) における体制を指して
いる｡
 但し､ これらは大都市圏と非大都市圏とにおいては権限が異なる｡ 本稿にお
記の二種の自治体を統合した一層性の地方政府､ すなわち､ ユニタリー・
カウンシル (Unitary Council) の形態をとる部分とがある｡ なお､ ロ
ンドン市域内は､ 1992年法に先んじて一層制の地方政府が設けられてい
たが､ ブレア労働党政権の公約に基づいた2000年大ロンドン法により
大ロンドン当局(GLA：Grater London Authority)が設立され､ GLA
とバラ・カウンシル (borough Council) から成る二層制をとっている｡
都市計画に関する制定法上の最小単位はディストリクト・カウンシル
あるいはバラ (但し､ ユニタリー化している自治体にあってはユニタリー)
・カウンシルであり､ 通例､ それが地方計画当局として､ 開発プラン
の一つである地方計画 (Local Plan) を策定する権限 (1990年都市農
村計画法36条､ 以下､ 90年法という｡) 及び､ 個別の許可申請に対す
る許可等の決定の権限 (90年法70条) を有する｡
カウンティ・カウンシルは､ 開発プランの一つに位置づけられる基本








 Local Government Act 1992.
 Greater London Authority Act 2000.
 前述したように､ 地方計画当局は､ 計画許可申請に対する決定を行うに当たっ
て､ この開発プランに適合しているかどうかを重要考慮事項とする (90年法第
70条)｡ なお､ 計画許可に関する詳細については､ 参照､ 岡村周一 ｢イギリス
における計画許可に関する 『関連考慮事項』｣ 法学論叢120巻4-6号 (1987年)､
171頁以下｡
 但し､ 地方計画が有効となるためには大臣の認可を必要とする｡ 基本計画に
ついても同じ｡
 Town and Country Planning Act 1990.
 90年法および91年法における基本計画の詳細に関しては､ 参照､ 中井検裕=
村木美貴 『英国都市計画とマスタープラン―合意に基づく政策の実現プログラ













また､ 開発プランとしてはその他に､ 採掘地方計画､ 廃棄物地方計
画があり､ これら事項についてはカウンティ・カウンシル及び国立公







 The Planning and Compensation Act 1991.
 基本計画については､ 区域の開発に関する全般的方針を示すこと (90年法第
31条2項) としており､ それ以外のものは含めるべきでないと解される｡
 参照､ 中井=村木・前掲注 (18)､ 47頁｡
 Mineral Local Plan.､ 資源の採掘や作業に関する計画であり (90年法第37
条1項)､ 基本計画との全般的整合性が要求される (90年法第31条2項)｡






る｡ これは､ 自治体の構造変革を主な内容とするもので､ イングラン
ドに８つの広域的な圏域を設置する提案を含んでいた｡ 政権交代によっ
てこの提案は実現しなかったが､ その後､ EUの地方行政区域設定基準
(Standard Planning Region) という指針に沿ったかたちで､ 1994
年に､ ９つのリージョン (ロンドンを含む) に政府広域事務所 (GORs：
Governmental Offices for Regions) が発足することとなった｡ 当然､
ここには地方自治体としての意味合いは全く含まれず､ いくつかの国家
機関 (省庁) の地方支分局という位置づけを有するのみであった｡
ところで､ 計画法制においては､ 既に､ 政府が1992年に発出した計画
政策ガイダンスであるPPG12に､ リージョン毎に策定すべき広域計画
ガイダンス (RPG) 策定に関する規定が出現していた (最初のRPG
制定は1995年である｡)｡ そして､ このRPGは､ 各リージョンにおける
政府広域事務所 (GORs) が作成することとされていた｡ なお､ その策






 Radcliffe-Maud, The Radcliffe-Maud Royal Commission of Local Government’s
Report, 1969.
 参照､ 内貴滋 『英国行政大改革と日本』 (ぎょうせい・2009年)､ 170頁｡
 参照､ 内貴・前掲書､ 170頁｡
 発足当初の構成省庁は､ 環境省､ 通商産業省､ 運輸省､ 雇用省の４省であっ
た｡
 Department of Environment (DoE), PPG12:Development Plans and Regional
Planning Guidance, 1992.､ これも政策文書にすぎない｡ なお､ PPG発出の経
緯に関して､ 参照､ 洞澤・前掲書注(5)66頁及び同書脚注(60)所掲の論考｡









における計画 (広域・空間計画) の何たるかについては､ Ⅰ-２におい
て述べる｡
(３) 広域開発公社と広域会議
政府は1998年､ 広域開発公社法 (Regional Development Agencies
Act 1998) を制定した｡ 同法によって､ イングランドは､ ロンドンと
８つのリージョンという制定法上の境界分けがなされ､ また､ 関係省
庁から基金を得て､ リージョンごとに､ Business-ledな活動を行う
機関である広域開発公社 (RDA：Regional Development Agencies)
が発足した｡ 広域開発公社は､ 広域経済戦略 (RES：Regional










East Midland, Eastern, North East, North West, South East, South




政策｣ を必ず含むこと､ とされ､ 定期的な見直しも義務付けられている｡ 参照､




(Regional Chambers) を発足させた (同法８条)｡ 広域会議には､
RDAの予算案を拒否する権限と､ そのRESを差し戻す権限が与えられ
る｡ 広域会議の構成員は８～15名で､ 大臣から任命されることになっ
ている｡ 構成員の70％まで地方議員を含むことができ､ 他方､ 30%以上
はリージョンにおける利害関係者 (regional stakeholder) でなければ
ならない｡ 広域会議には､ 当初から､ 適当と思われるその他の者と､ 広
域計画に関して作業を行うことが期待されており､ 更に､ もし広域会議
が望めば､ 従来政府広域事務所 (GORs) が担っていたRPGを準備する
役割も含まれうると考えられた｡ しかし､ この権限の委譲に消極的なリー
ジョンが一部あり､ 2002年､ 政府が､ 事実上､ このような権限委譲を要
望する事態にまでなった｡ このような､ リージョン側からの､ いわば､
抵抗の原因として考えられるのは､ 広域計画を実施するのは､ より正統
な､ 民主的に選出された主体であるべきとの見解であり､ 当初､ 政府は
この見解とは対立していた｡
しかし､ 政府は､ 2002年の政策協議書 ｢あなたのリージョン､ あなた
の選択｣ において広域会議の公選議会化を提案し､ 2003年広域議会
(準備) 法 (Regional Assemblies (Preparation) Act 2003) の成立に
より､ 住民投票の結果に拠って､ 広域議会を発足させようと試みた｡ し






 参照､ 自治体国際化協会・前掲書､ 55頁｡
 See, Glasson and Marshall, supra note 29, p.92.
 Ibid.
 DTLR, Your Region, Your Choice: Revitalising the English Regions, 2002.
決されると､ 結局､ この広域議会化のアイディアは全イングランドで断
念され､ 公選議会の意味を持たないRegional Assembly (以下､ 広域
議会と峻別する意味で ｢広域協議会｣ と呼ぶ｡) に改称するにとどまっ














る計画策定を促進する圧力と､ その策定主体を実体化 (及び正統化) し
ようとする圧力が､ 特に､ '90年代から2000年代中盤にかけて強まって
きた｡







 参照､ 自治体国際化協会・前掲書注(33)､ 54頁｡
 後述する地方リーダー委員会 (LALsB) の創設を指す｡












中で､ 広域計画の嚆矢は､ スプロール現象への空想的 (visionary) な
回答として1900年代に与えられた諸々の仮説に見ることができるとされ






年の ｢バーロウ報告｣ や､ 1942年の ｢スコット報告｣ などを背景に
して､ 一連の広域あるいは準広域 (sub-region) 計画の勧告や報告が発
出された｡ 中でも､ アバクロムビー (Patrick Abercrombie) による







 Ebenezer Howard, Garden Cities of Tomorrow, Faber Faber 1946.
 The Barlow Report, HMSO, 1940.
 The Scott Report, HMSO, 1942.




タウン法 (New Towns Act 1946)､ 1947年都市農村計画法 (Town
and Country Planning Act 1947) の登場に大きな影響をもたらした｡
それらの法制は､ 初期の提唱者が言う通り､ より広域でより機能的な広
域都市に対してというよりむしろ､ 既存の地方当局に対して強い地方計






'70年代においても､ 上記の ｢均等なる発展｣ 及びインフラ供給を中
心目的とする指向は続いたが､ North WestやNorth Eastの戦略計画











 その例として､ Glasson and Marshall, supra note 29. では､ 深刻な経済
的問題に困窮していたリージョンであるNorth Eastが､ 国家の､ North East
成長プログラムへの関与という対応を引き出したという事実が挙げられている｡
 See, Glasson and Marshall, supra note 29, p.37.























題に対処するための構造基金 (Structural Funds) を通じた広域政策の一環
として策定された非公式の閣僚会議の合意文書であるが､ そのEU圏内におけ
るインパクトは大きかったと考えられる｡ なお､ 参照､ 洞澤・前掲書注 (5)
67頁以下､ 及び同書脚注 (67) 所掲の各論考｡
 See, CEC, supra note 10.



























 See, Andreas Faludi and Bas Waterhout, The making of the European
Spatial Development Perspective -No Masterplan, Routlege, 2002.
 See, Tim Marshall, "Regional planning in England - Progress and
pressures since 1997", Town Planning Review 75[4], 2004, p.447-472, p.454.
 さしあたって､ 参照､ 片山=志摩・前掲注(49)､ 9頁｡
 持続可能な開発の観点から､ さらに､ グローバル化その拡大の合理的なプロ
セスをもたらす､ 社会的､ 環境的幸福を促進する ｢成長管理の枠組み｣ を提供
する､ と敷衍できるとの指摘がある｡ 参照､ 片山=志摩・前掲書注 (49) 9頁｡
ると分析することができる｡


























 See, Glasson and Marshall, supra note 29, pp.14-5.
 See, Jeremy Alden, Regional Development and Spatial Planning,
Neil Adams, Jeremy Alden and Neil Harris ed., Regional Development and















た｡ 2004年計画・強制収用法 (以下､ 2004年法という｡) 制定前後の
状況を図式的に把握することにする｡ 2004年法以前 (つまり47年～90年
都市農村計画法および91年法計画・補償法体制まで) の計画枠組みは､
前述の通り､ カウンティ・カウンシルが基本計画 (Structure Plan)






 See, Marshall, supra note 51, p.455, マーシャルは､ 続けて､ この過程に
おいて地方政府という民主的正統性を有する団体の制約から幾分外れることに
なる､ と述べている｡
 2004年の計画制度改正の詳細については､ 参照､ 洞澤・前掲書注(5)､ 拙稿・




が､ その後､ 政府は､ 更に､ 国家政策をPPGとして策定､ これにより､
前述の通り､ 1995年からリージョン単位でRPGが政府地域事務所




















 ただし､ 一層のユニタリー・カウンシルにおいては､ ユニタリー・プランを
策定｡
 Department of the Transport, Local Government and the Regions
(DTLR), Green Paper, Planning; Delivering a Fundamental Change, 2001.
 DoE, John Gummer Proposes Measures to Improve the Planning System, Press
Notice, 1997. によれば､ 1996年までに策定の見込みは43％のみであった｡
 2001年緑書によれば､ この時点で､ 地方政府の開発計画の13％は1991年計画
主導導入当初のものであり､ 214の計画が時代遅れであるとされる｡ DTLR,




ており､ 91年法制定の際に示した ｢計画主導｣ が機能不全に陥っている､
という認識である｡
そこで､ 2004年法では､ 特に計画枠組に関して大規模な制度改正がな





そして､ 計画枠組に関する改変は､ 具体的には､ 以下の二点であっ
た｡
① 従来､ 政策文書として発出されていた､ 政府の計画政策ガイダンス
(PPG) を ｢計画政策ステートメント (PPS：Planning Policy
Statement)｣ に､ 広域計画ガイダンス (RPG) にあたるものを､ 制
定法上の ｢広域空間戦略 (RSS：Regional Space Strategy)｣ とし
て整理した｡ また､ その策定主体を広域計画団体 (RPB：Regional
Planning Body) と規定した｡
② 従来の､ 基本計画､ 地方計画の二層から成っていた制定法上の開発







 開発コントロールについては､ 91年法54A条の､ 計画法における決定は､ 開
発計画に合致して ｢なされるものとする (shall be made)｣ の文言は､ 2004
年法38条6項によって､ ｢なされなければならない (must be made)｣ に実質
的に置き換わった｡
に整理するとともに､ その策定方式を ｢地方開発フレームワーク





但し､ 本稿においては､ regionに対して ｢地域｣ という訳語は使
用していない｡
なお､ 90年法70条２項において､ 計画許可の決定の際に考慮すべきと
される ｢開発プラン｣ は､ 従来のもの (基本計画や地方計画､ ユニタリー
開発計画等その他の計画) から､ これら ｢広域空間戦略 (RSS)｣ と











環境､ 交通､ インフラ整備､ 経済振興､ 農業など多岐に及ぶが､ 特に交
通と空間計画のより適切な統合の観点から優位性を持つものとされる｡
RSSはRPBが策定 (実際には､ 既存のRPGが最初のRSSとなるので､
｢改訂を行う｣ と言うのが正確である) し､ 大臣が承認する (2004年法
５条)｡
RPBとは､ リージョンごとに､ RSSについて改訂やモニタリングを






い (同法３条)｡ RSSの策定において､ RPBはその域内の地方計画当局
などの特定の機関に助力を求めなければならない (同法５条)｡ RSSは､
明らかに必要であるかまたはそれが便宜に資するとき (同法５条１項a)､
規定した時期 (同項b)､ 指示されたとき (同項c) に､ 改訂されなけれ







































 広域開発公社法第8条｡ See, also, Victor Moore, A Practical Approach to
Planning Law 11th ed., Oxford, 2010, pp.54-5.




－ RSSを､ より広域､ 準広域的な仕様とし､ 実現に焦点を合わせ







・ RSSは､ 2004年法39条に法定された ｢持続可能な開発｣ の達成
に貢献することを目的し､ 広域交通戦略 (RTS：Regional
Transport Strategy) と共に､ 地方開発文書 (LDDs：Local















 2004年法において､ 持続可能な開発が強調される経緯については､ 洞澤・前
掲書注(5)を参照｡
要約された簡潔な空間戦略を規定するべきである｡
－ しばしば､ カウンティやユニタリー当局､ ディストリクトの境界
を超え､ そのような範囲に存在する開発オプションにアドバンテー
ジがあるような広域あるいは準広域の問題について言及すること｡

























 See, Glasson and Marshall, supra note 29, p.39.
いトピックをカバーする｡ たとえば､ 健康､ 教育､ 技術や訓練､
犯罪､ 社会的一体性､ 気候変動まで｡
・ より大きな統合：広域的､ 準広域的優先順位をカバーし､ 計画
同士の強い連携も規定する｡
・ 制定法上の地位：RSSは制定法上の文書となった (一方､ RPG
は政策ガイダンスとしての位置づけである)









らは､ RPBは依然として､ 直接公選の代表者によるものではない｡ ま
た､ マーシャルは､ 既に採用されていた空間計画にとって､ RSSの導入
は､ より根本的な土地配置方法での追求を目的とするものであり､ その









 但し､ 認可権は大臣に留保されている｡ この点､ DPDsについても同様であ
るが｡
 See, Marshall, supra note 51, p.455.
の廃止に際して意識されていたとの指摘である｡
(３) 地方計画・基本計画から地方開発フレームワークへ
一方､ 地方における､ 従来の基本計画・地方計画に取って代わる､ す
なわち､ 今後､ 計画許可の際に参照されるべき ｢開発プラン｣ に該当す
るものが開発プラン文書 (DPDs：Development Plan Documents) で
あるが､ 法改正においては､ その策定方法・内容 (これら形式を ｢地方
開発フレームワーク (LDF：Local Development Framework)｣ とい
い､ PPS12が詳細を定めている)､ 位置づけに特色が付与された｡ 従っ
て､ ここでは､ 地方に関しての開発政策の全容から見ていくことにする｡
地方の開発政策は､ 種々の地方開発文書 (LDDs：Local Development
Documents) を通じて規定される (同法17条) のであるが､ その策定
に先立ち､ 地方計画当局は､ 地方開発スキーム (LDS：Local
Development Scheme) を策定しなければならない (同法15条)｡ この
スキームには以下の事項が規定されなければならない｡
・ LDDsとなるべき文書｡ そこには､ 地域関与に関する宣言 (SCI：
Statement of Community Involvement) を含む｡
・ 各々の文書の関係する主題と地理的エリア
・ 開発プラン文書 (DPDs) となるべき文書 (Core Strategy,
Site Allocation, Proposal Map, Development Control











地方開発文書 (LDDs) には､ その地方での開発や､ 土地使用に関連
した当局の政策が記述される (同条３項)｡ LDDsに含むべきとされる､
地域関与に関する宣言 (SCI) (同法17条１項b) とは､ 同法 (19条､ 26















地方開発文書 (LDDs) を策定するにあたって地方計画当局は､ また､
地域関与に関する宣言 (SCI) に従うことをも要求される (同法19条












フレームワーク (LDF) と呼んでいるのであるが､ LDFとは､ ｢ポート
フォリオ (これらの要素うち一部だけ改訂が必要になった場合に､ 部分
毎に入れ替えや改訂ができるようにする仕組みを示す)｣ を意味する非






LDF導入の結果､ RSSとともに､ 90年法下におけるよりも､ 地方レ
ベルにおいて､ より構造的に複雑な手法となっている｡ しかし､ 新シス

























2009年地域民主主義､ 経済開発､ 建築法 (2009年法)
2009年改正都市農村計画 (地方開発) 規則 (2009年規則)
(１) サブ・ナショナル・レビューと協議書 ｢繁栄する場所｣






 HM Treasury, Review of sub-national economic development and regeneration,
2007.
 Department of Communities and Local Government (DCLG), Planning
for a Sustainable Future White Paper, 2007.
 DCLG, Streamlining Local Development Frameworks Consultation, 2007.
 The Town and Country Planning (Local Development) (England) Reg
ulations 2008.
 DCLG and Department for Business Enterprise & Regulatory Reform
(BERR), Prosperous Places: Taking forward the Review of Sub National Econo
mic Development and Regeneration, 2008.
 DCLG, PPS12: creating strong safe and prosperous communities through Local
Spatial Planning, 2008.
 Local democracy, Economic development & Construction Act 2009.
 The Town and Country Planning (Local Development) (England)
Regulations 2009.
｢包括的支出見直し (CSR2007)｣ とその準備作業に端を発する｡ 政府
は､ 毎年度の予算とは別に､ 三カ年計画をたてるが､ ブレア政権最後の





まず､ ｢CSRに向けての状況分析｣ において､ 次のことが指摘され
た｡

















 HM Treasury, Comprehensive Spending Review, 2007
 HM Treasury, Long-term opportunities and challenges for the UK: analysis
for the 2007 CSR, 2006.
 参照､ 内貴・前掲注 (24)､ 188頁｡
平な社会を構築することが政府経済政策の目的である
・長期目標：マクロ経済の安定､ 財政規律の遵守とインフレの抑制､
環境保護施策､ 中央・地方政府の業務効率化 (リージョン､ 近隣地
域への分権と協調に関する評価作業)




・広域開発公社は､ 地域協定 (LAAｓ：Local Area Agreements)





企業・規制改革省は､ 共同提出の協議書 ｢繁栄する場所｣ において､ 計
画分野について､ 次のような提案を行った｡
・2010年以降､ RAは廃止し､ 都市計画権能は､ RDAおよび新設す



















行動計画 (Modernisation Agenda) の一つであり､ 特に､ 2006年の地
方自治白書 ｢強力で繁栄するコミュニティ｣ において改革推進の手法














 地方自治体が､ 公・私企業､ ボランティアなどの各セクターの指導者等と討
論の場とすることを主たる目的としてそれらメンバーとともに構成する組織｡
対象地域は自治体の区域と一致する｡ 参照､ 大田直史 ｢イギリスにおける地方
戦略協働組織と地方協定｣ 法律時報80巻13号351-4頁｡
 DCLG, Strong and Prosperous Communities - The Local Government White
Paper, 2006.
 参照､ 大田・前掲書注(85) 352頁｡
 Office of Deputy Prime Minister (ODPM) , Local Area Agreements,
Guidance for Round3 and Refresh of Rounds1&2, 2006, paras.5 & 6.







｢繁栄する場所｣ の文脈において､ 問題提起､ 協議がなされてきた広域
計画の改革に関しては､ 次の通り､ 後半部分 (第５部) に結実した｡
その第５部 ｢広域戦略 (Regional Strategy)｣ の概略は以下の通り
である｡
｢広域戦略｣ の策定義務づけ (ロンドンを除く) ･･･これまで別々に策
定されていた地域経済開発と土地開発の地域戦略文書を一本化した単一
の ｢広域戦略｣ の策定を全リージョンに義務付けている｡
なお､ 各広域戦略は､ ｢気候変動の影響緩和｣ 及び ｢気候変動への適
応｣ に貢献する政策を盛り込むことが求められている｡
｢地方当局リーダー委員会 (LALsB)｣ 規定･･･既存の広域審議会
(regional assemblies) に代わる組織として､ 地域内の主要自治体のリー
ダー及び直接公選首長で構成される ｢LALsB｣ が各地に設置されると









 DCLG, Communities in Control; real people, real power, 2008.
 参照､ 自治体国際化協会ロンドン事務所 ｢マンスリーレポート2009年12月｣､
3頁｡
RDAは､ また､ 業務の遂行において､ 広域戦略の内容を考慮に入れ
ることを義務付けられることになる｡
具体的 (逐条的) に設けられた規定としては､ 同法の解説書には､
次の通り説明されている｡
70条 (広域戦略) において､ 持続可能な経済成長､ 開発､ 土地利用に
関して､ 広域戦略を策定 (これには､ 気候変動の軽減や適応に貢献する
政策を含む) するべき旨を規定｡ なお､ 広域戦略は､ RSS (開発や土地
利用に関する政策) とRES (その目的のためにRDAが策定した政策)
とに取って代わり､ この条項の発効により､ 既存のRSSとRESは､ 広
域戦略となる｡
この戦略には､ さらなる経済開発､ 広域の再開発､ 雇用の増進､ 効果
的なビジネスと資本､ 持続可能な開発への貢献､ が含まれる｡









72条 (責任広域当局－Responsible Regional Authority－) は､ RD
AとLALsBが連合して､ ｢責任広域当局｣ を構成し､ 本節全体でそのよ






 Local democracy, Economic development and Construction Act 2009.
Explanation paper.
それが単独で作用することを示す｡
73条 (持続可能な開発) は､ 責任広域当局が､ それが持続可能な開発
の実現に貢献する目的での機能を果たすところの広域戦略に責任を持つ
ことを要求している｡
74条 (責任広域当局によるレビューと改訂) は､ 責任広域当局に､ 広
域戦略や関連事項について適宜レビューし､ 全部または一部の改訂草案
が準備される際には説明するべき義務を課す｡
75条 (コミュニティの参加) は､ 責任広域当局に､ 広域戦略の改訂草
案が準備される際の利害関係人の参加に関する政策を描出した宣言を用
意し､ それに従うことを要求するものである｡




を有する｡ さもなければ､ 何人にも､ 改訂草案について自動的に公に聴
取してもらう権利はない｡ 監察官は､ 責任広域当局に報告を行い､ 大臣
に複写を送付しなければならない｡
77条 (改訂に際しての考慮事項) は､ 改定に際して､ 改定草案につい
ての持続可能性評価報告を準備､ 公表し､ 提出しなければならないこと
を規定｡
78条 (改訂の大臣認可) は､ 改定草案および持続可能性評価報告につ
いて準備､ 公表したのちは､ 責任広域当局はこれを大臣に提出しなけれ
ばならない旨を規定｡ 大臣は､ 協議により､ 認可することも､ 修正をさ

































評価､ 分析を行うことを義務付けている｡ カウンティ・カウンシルは､ 下位の
基礎自治体 (すなわち､ ディストリクト・カウンシル) と協力の上でこれを行
うことが義務付けられている (69条)｡
 二つ以上の自治体の間で締結される法的地位を有する地域連携協定 (MAAs)













(The Coalition: Our Programme for Government) は､ 計画制度
を管轄する ｢コミュニティ・地方自治｣ の項において､ 地方分権を推進














 Web上 ( url = http://www.cabinetoffice.gov.uk/media/409088/pfg_
coalition.pdf.) で接することができる｡
 Decentralism and Localism Bill.､ なお､ 同法案には､ 既に発出された三
地方自治体をユニタリー化する命令を無効とする旨の規定も盛り込まれている｡
権限をRDAsから地方自治体に戻す旨の規定が盛り込まれた｡
そして､ 同年７月､ コミュニティ・地方政府大臣は､ 広域戦略を廃止
する通知を発出した｡ そこでは､ 広域戦略は､ 計画制度に不必要な官








を超えた戦略的な思考が必要である分野 (例：病院､ 交通リンク､ 廃棄
物管理､ 洪水予防) があるが､ 国家的に最も重要な問題 (住宅危機､ 経
済復興､ 生物多様性の喪失､ 経済振興､ 農業など多岐に及ぶ) にも直面
しており､ これらに対しては､ 地方レベルにおいて単独で対処すること
はできない､ としている｡
更に､ 広域戦略の廃止の根拠条文として､ 2009年法の79条６項 If
the Secretary of State thinks it necessary or expedient to do so
the Secretary of State may at any time revoke all or any part








 See, DCLG, Chief Planning officer Letter: Revocation of Regional Strategies,
2010.
 Web上 (url = http://www.rtpi.org.uk/item/3937 など) で接すること
ができる｡
この判決の効果として広域戦略は､ 依然､ 開発プランたる地位にあり有
効であることとされたが､ しかし､ 政府は､ 各地方計画当局あてに､ 現





ク (LDF) に関連した最近年の動向について見ていくことにする｡ 開
発プラン文書 (DPDs) 策定過程 (すなわちLDF) については､ 直接的
には､ 2007年のバーカー土地利用最終報告および計画白書 ｢持続可能な
未来のための計画｣ が問題点を指摘し､ 改革の原動力となった｡ この結
















 2010年12月22日時点｡ なお､ 法案は12月13日に国会に提出された｡







































































表されるべきである｡ その際､ その他の利害関係者､ ｢よりよい規
制主体｣ も含め､ の見解も引きだされるべきである｡
・持続可能性評価 (Sustainable Assessment) 過程の能率化､ 関連
する高次政府の政策で要求されるものの除去または削減も含む
・LDSをショートプログラム化するような効率化
・SCIを ｢包括的約定戦略 (Comprehensive Engagement Strategy)｣
に協働させ､ 独立審査の必要性を除去するなどの作りかえ
(refashioning)｡
・補助開発文書 (SPDs：Supplementary Planning Documents)
が実現しうるスピードの向上















・ 新たな公の審査 (public examination) 過程は､ 効果的な精査と
政策が証拠に基づいたものかどうか審査することを可能とするよう
保障されるべきである｡
(２) 協議書 ｢地方開発フレームワークを合理化する｣､ 改正規則お
よび新PPS12
バーカーの勧告の実現に向けた協議は､ 協議書 ｢地方開発フレームワー
ク (LDF) を合理化する｣ においてなされることとなった｡ この協議
書の内容は､ LDFの簡略化 (すなわち､ 地方開発文書 (LDDs) の内容
自体の簡略化および策定手続きの簡略化) を狙いとするもので､ 具体的
には､ 2004年都市農村計画 (地方開発) 規則およびPPS12の改正を通じ
て実現しようというものであった｡
協議書 ｢地方開発フレームワーク (LDF) を合理化する｣ では､ Bパー
トにおいて規則改正の提案､ CパートにおいてPPS12の改正提案がなさ
れている｡ 概ね､ 前者がLDFの手続きの簡略化を､ 後者が内容 (実体)
の簡略化を提案している｡
提案に対して重大な反対意見はなく､ そのまま実現する結果となった
が､ これらの内容に関しては､ 以下に､ 協議書の必要部分を以下に掲げ
ることとする｡
協議書Bパート､ 規則改正草案について
最も重要な変更点は､ 開発プラン文書 (DPDs) と地域関与に関








B１. 協議の手順 (arrangements) の改善
DPD策定の ｢問題点と選択｣､ ｢選択オプション｣ という２つの
段階を､ 公的機関と利害関係者が約定・契約することの要請への一
本化 (→ 規則草案26)｡ および､ 協議対象の利害関係者を (限定
的に) 考慮することの要請｡
B２. プランについての公式的な意見表明の期間を大臣への提出前
の時点に移す (前倒し) (→ 規則草案27) 及びサイト配置プレゼ
ンテーションについて扱う過程の除去








政府や機関､ RPB､ カウンティ､ その他の主体によって､ 開発
の手助けのために準備されるかもしれない非制定法的補助的ガイダ
ンスを提案 (→新PPS12 para.6.3､ 6.4)｡ このようなガイダンスは
補助文書ではないが､ 同様な協議 (や持続可能性評価) が適用され
た場合､ このようなガイダンスは決定において､ 重み付けが提供さ












た｡ その際､ 単にプロセスに関する素材 (例；規則草案の手続きに関
する敷衍など) は別途マニュアルに記述するようにし (規則的にアップ



























る要素を提案している (→ 新PPS12 para.5)｡








ある｡ (→ 新PPS12 para.4.6 Strategic Sites)
C5. DPDsの複雑さと数を減ずる (→ 新PPS12 para.4.30以下
should no repeat or reformulate)
C6. サウンドネステストの再提示 (→ 新PPS12 para.4.52
Soundness)
C7. コアストラテジーを支持するインフラの提供が約定を成功裏
に導くために必要であることを明確にする (→ 新PPS12 para.
4.8 Infrastructure)
C8. コアストラテジーのスパンを15年に伸ばす (→ 新PPS12
para.4.13 Period of operation)
(３) 地方開発フレームワーク改革に関するまとめ








 この点について､ 広域戦略の策定手続の改革 (同様な計画が存続するのなら)
計画における地方計画団体の役割については､ 新PPS12の冒頭に､
｢地方当局は､ そのコミュニティをリードする上で重要な役割を担って
いる｡ それは､ 村､ 街に繁栄を生みだし､ 地方のアイデンティティと市
民の誇りを強化することである｡ (para.1.1)｣ と位置づけられ､ ｢計画
システムは､ 地方当局および､ LSPsやLAAsを通じて協業するよう構
成された選出メンバーに､ より強いリーダーシップの役割を提示し要求








ある｡ (para.4.52)｣｡ この簡略化と再提示は､ 記述されている内容をよ
り強調するものと見るべきであろう｡
おわりに
本稿の､ 特に､ Ⅱで見てきたことをまとめると､ 以下の通りとなるで
あろう｡
広域空間戦略 (RSS) に関しては､ いったんは､ その策定主体が責任



















如何についてはしばらく等閑視しつつ､ 広域レベルの団体 (RPB) に
権限を与える方策を選んだ｡ その後､ RPBとして想定していた広域会
議の公選議会化を試みたものの住民投票で頓挫したため､ 新たに地方政
府リーダーズ委員会 (LALsB) を発足させることとしたが､ その構成
員の間接代表的性格ゆえ民主的正統性の観点からは広域協議会の時代と
















 従って､ 広域の構成住民が､ その広域のRSへ関与できる権限は､ 相変わら
ず間接的なものでしかない｡




実質的な変化はないが､ 労働党政権下では､ 実際､ 中央政府の計画への
整合性を強く要請されていたことと比較して､ 新政権の地域主義の方
針の下､ 地方の権限が強化されることが予想される｡













いう課題もあろう｡ そうすると､ 名目上は廃止されたとしても､ 何らか
の形で広域レベルの空間計画は存続するのではないかと考える方が現実
的ではないだろうか｡








れる問題である｡ すなわち､ 広域計画 (あるいはそれに代わるもの) は
国家政策に従うこと､ 開発プラン文書 (DPDs) は広域計画､ 国家政策
との整合性が要求される｡ この図式が変わらないとすると､ 地元住民の
意向と国家政策が異なるときは､ 国家政策が優先することになる｡ ここ
でイギリス流の､ 個別の統制 (開発コントロール) の際の調整を当てに
することは､ 広範な裁量の存在を前提とすることであり､ 計画主導に反
する結果につながる｡ 逆に､ 開発指向の立場で､ 迅速な解決を図るとす
ると､ 民主的手続きをスポイルしてしまうことにつながってしまうとい


















 マーシャルは､ 広域計画政策が地方政府から権限を奪い､ 民主的影響を中央
政府からも広域団体からも取り去り､ 地方や民主的影響からの開度を狭めた､
と批判する｡ See, Marshall, supra note 51, p.467.
 政府の進めている､ 開発プランにおいて ｢証拠ベース｣ を重視する考え方


















 See, Current topics, Journal of Planning and Environment Law,
2007, MAR, p.322.
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